
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－4－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3,689,000 3,689,000 3,689,000 11,067,000 3,689,000 3,689,000 11,067,000 3,689,000 3,689,000 3,689,000 3,689,000 14,756,000 36,890,000

3,689,000 3,689,000 3,689,000 11,067,000 3,689,000 7,378,000 0 18,445,000

3,706,029 3,688,080 3,688,080 11,082,189 3,688,080 0 14,770,269

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,350,000 1,350,000 1,350,000 4,050,000 1,350,000 1,350,000 4,050,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 5,400,000 13,500,000

1,350,000 1,350,000 1,350,000 4,050,000 1,350,000 2,700,000 0 6,750,000

1,350,000 1,350,000 1,350,000 4,050,000 1,350,000 0 5,400,000

5,039,000 5,039,000 5,039,000 15,117,000 5,039,000 5,039,000 15,117,000 5,039,000 5,039,000 5,039,000 5,039,000 20,156,000 50,390,000

5,039,000 5,039,000 5,039,000 15,117,000 5,039,000 0 10,078,000 0 0 0 0 0 25,195,000

5,038,080 5,038,080 5,038,080 15,114,240 0 0 5,038,080 0 0 0 0 0 20,152,320

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 民生児童委員協議会交付金事業 昭和37年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－1 社会福祉課社会福祉係

目的
(何のために実施する
のか）

民生児童委員及び主任児童委員の活動を支援するとともに、民生児童委員協議会の円滑な運営を図る。
交付申請に基づき、道費については3,688,080円（60,200円×57名＋1地区250,000円＋6,680円）、市費については定額
の1,350,000円を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

民生児童委員協議会（民生児童委員54名、主任児童委員3名） 民生児童委員及び主任児童委員の活動を支援するとともに、民生児童委員協議会の円滑な運営に繋がっている。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

民生児童委員並びに民生児童委員協議会の活動を円滑に行うことを目的とし、都道府県と市区町村が負担金を交付している。
道費については、民生委員等関係経費負担金取扱要綱で定められた金額を、市費については会の運営に係る経費（定額）を交付。
19年度の行革で、平成20年度より10％削減。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額 3,689,000

予算計上額 3,689,000

実　績　額 3,688,080

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,350,000

予算計上額 1,350,000

実　績　額 1,350,000

事 業 費 合 計 計　画　額 5,039,000

予算計上額 5,039,000

実　績　額 5,038,080

事業費予算の
内容

活動費
60,200円×57人
活動推進費
250,000円
旅費　6,680円
市定額分
1,350,000円

活動費
60,200円×57人
活動推進費
250,000円
旅費　6,680円
市定額分
1,350,000円

活動費
60,200円×57人
活動推進費
250,000円
旅費　6,680円
市定額分
1,350,000円

活動費
60,200円×57人
活動推進費
250,000円
旅費　6,680円
市定額分
1,350,000円

活動費
60,200円×57人
活動推進費
250,000円
旅費　6,680円
市定額分
1,350,000円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

道委託金額の改
定

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

道委託金額の改
定

道委託金額の改
定

同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 0

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 5,039 5,039 5,039 5,039 5,039 5,039 5,039 5,039 5,039

実績値 5,057 5,039 5,039

計画値 750 750 750 750 750 750 750 750 750

実績値 760 646 344

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
民生児童委員及
び主任児童委員
は、住民が地域
で安心して暮ら
せるよう、住民
の立場に立った
生活相談を行っ
たり、福祉サー
ビスに関する情
報提供など、
様々な活動をし
ている。本年度
は新型コロナウ
イルス感染症の
影響により定例
会の書面開催や
訪問活動の制限
等難しい状況で
あったが、研修
会のウェブによ
る視聴など、一
定程度の資質の
維持・向上は図
られたと考え
る。

自己分析：
民生児童委員及
び主任児童委員
は、住民が地域
で安心して暮ら
せるよう、住民
の立場に立った
生活相談を行っ
たり、福祉サー
ビスに関する情
報提供など、
様々な活動をし
ている。新型コ
ロナウイルス感
染症の影響によ
り相談活動件数
が例年より減少
しているが、協
議会活動への支
援により一定程
度の資質の維
持・向上は図ら
れたと考える。

自己分析：
民生児童委員及
び主任児童委員
は、住民が地域
で安心して暮ら
せるよう、住民
の立場に立った
生活相談を行っ
たり、福祉サー
ビスに関する情
報提供など様々
な活動をしてい
る。令和４年１
２月の委員の改
選に伴い、委員
の欠員やこれま
で多く相談を受
けてきた委員の
退任もあって年
間相談件数が半
減しているた
め、市としても
改めて委員の役
割を指導してい
く必要がある。
一方で新型コロ
ナウイルス感染
症の５類引き下
げに伴い、各種
事業を再開する
など、一定程度
の資質の向上が
図られている。

判断理由：成果
指標である年間
相談活動件数は
減少している
が、新型コロナ
ウイルス感染症
による影響が大
きく、コロナ禍
においても646
件（計画値の
86%）の相談活
動を行っている
ことから、「普
通である」と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：民生児童委員協議会への交付金額 指標の求め方：民生児童委員協議会への交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：年間相談活動件数 指標の求め方：民生児童委員の年間相談活動件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

5,039

5,039

成果指標１
（単位/件）

750

513

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
民生児童委員及
び主任児童委員
は、住民が地域
で安心して暮ら
せるよう、住民
の立場に立った
生活相談を行っ
たり、福祉サー
ビスに関する情
報提供など様々
な活動をしてい
る。令和４年１
２月の委員の改
選に伴い、委員
の欠員が続いて
いたが、令和６
年度に２人の委
員が退任したこ
とで、相談活動
件数が伸び悩ん
だものの、前年
より年間相談件
数が増加してお
り、協議会活動
への支援により
一定程度資質の
維持・向上が図
られたと考え
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：民生児童委員及び主任児童委員は、地域の身近な相談相手とし
て住民の毎日の生活の中で頼られる存在となっている。また、市が
推進する高齢者見守り事業においても町内会とともに中心的な役割
を担っており、社会情勢の変化に応じて様々な役割が求められてい
る。一方で、高齢化や企業の定年延長等に伴う民生児童委員のなり
手不足が顕著となっている。市が抱える課題に適切に対応するため
には、民生委員法第17条第2項（市町村長は民生委員に対し、援助を
必要とする者に関する必要な資料の作成を依頼し、その他民生委員
の職務に関して必要な指導をすることができる。）に基づき今後も
民生児童委員と連携を図る必要があることから、民生児童委員協議
会の運営に協力するとともに、側面からの財政的な支援は今後も継
続する必要があると考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

27,000 27,000 27,000 81,000 27,000 27,000 81,000 27,000 27,000 27,000 27,000 108,000 270,000

27,000 27,000 27,000 81,000 27,000 54,000 0 135,000

27,000 27,000 27,000 81,000 27,000 0 108,000

27,000 27,000 27,000 81,000 27,000 27,000 81,000 27,000 27,000 27,000 27,000 108,000 270,000

27,000 27,000 27,000 81,000 27,000 0 54,000 0 0 0 0 0 135,000

27,000 27,000 27,000 81,000 0 0 27,000 0 0 0 0 0 108,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

予算額同額 予算額同額 予算額同額 予算額同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

運営費補助

実　績　額 27,000

事業費予算の
内容

運営費補助 運営費補助 運営費補助 運営費補助

事 業 費 合 計 計　画　額 27,000

予算計上額 27,000

予算計上額 27,000

実　績　額 27,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 27,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

行政改革により平成20年度より補助金額を10%削減し、現行の補助額となった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

保護司会の行う保護観察等の更生保護活動や犯罪予防啓発活動を支援し、犯罪・非行のない明るい社会を構築する。 活動計画等を添付した補助金交付申請に基づき、補助金を支出する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川地区保護司会砂川分区
保護観察や研修会・犯罪の予防啓発等の保護司会活動が安定的に行われることにより、個人の更生保護及び地域におけ
る犯罪防止に繋がる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 保護司会支援事業 　昭和36年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－1 社会福祉課社会福祉係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 27 27 27 27 27 27 27 27 27

実績値 27 27 27

計画値 10 10 11 12 12 13 13 14 14

実績値 9 10 10

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
保護司は犯罪者
等の更生や社会
復帰支援のほ
か、犯罪や非行
に関する予防啓
発を行い、個人
及び公共の福祉
に寄与すること
を使命としてい
る。保護司会は
更生保護女性会
と連携し、主に
個人では難しい
啓発活動を継続
して実施してお
り、その活動を
支援する本事業
は今後も必要で
ある。

自己分析：
保護司は犯罪者
等の更生や社会
復帰支援のほ
か、犯罪や非行
に関する予防啓
発を行い、個人
及び公共の福祉
に寄与すること
を使命としてい
る。保護司会は
更生保護女性会
と連携し、主に
個人では難しい
啓発活動を継続
して実施してお
り、その活動を
支援する本事業
は今後も必要で
ある。

自己分析：
保護司は犯罪者
等の更生や社会
復帰支援のほ
か、犯罪や非行
に関する予防啓
発を行い、個人
及び公共の福祉
に寄与すること
を使命としてい
る。保護司会は
更生保護女性会
と連携し、主に
個人では難しい
啓発活動を継続
して実施してお
り、その活動を
支援する本事業
は今後も必要で
ある。

判断理由：補助
団体である保護
司会砂川分区で
は、コロナ禍に
おいても各種研
修会の開催や犯
罪防止運動、青
少年健全育成事
業に関わるなど
概ね計画どおり
活動できている
ことから、「普
通である」と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
保護司は犯罪者
等の更生や社会
復帰支援のほ
か、犯罪や非行
に関する予防啓
発を行い、個人
及び公共の福祉
に寄与すること
を使命としてい
る。保護司会は
更生保護女性会
と連携し、主に
個人では難しい
啓発活動を継続
して実施してお
り、その活動を
支援する本事業
は今後も必要で
ある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：保護司は、保護司法に基づき罪を犯した者の更生や犯罪の予
防、青少年の健全育成活動を通じ、個人及び公共の福祉に寄与する
ことを使命としている非常勤の国家公務員（無報酬）である。平成
28年に施行された「再犯の防止等の推進に関する法律」において
は、市町村は国との適切な役割分担を踏まえて国に準じた施策を講
ずるよう努めなければならないとされ、保護司会に対しては財政上
又は税制上の措置等必要な施策を講ずるよう努めることとされてい
る。犯罪のない社会、安全・安心な社会の実現に向けて、保護司会
への支援は今後も必要と考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

27

27

成果指標１
（単位/回）

11

10

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：年間活動回数 指標の求め方：会議・研修会・啓発活動などの更生保護・犯罪防止活動の年間回数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：保護司会砂川分区への補助金額 指標の求め方：保護司会砂川分区への補助金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－4－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

608,000 608,000 608,000 1,824,000 721,000 721,000 2,163,000 721,000 721,000 721,000 721,000 2,884,000 6,871,000

578,000 578,000 578,000 1,734,000 808,000 1,529,000 0 3,263,000

86,000 268,660 449,880 804,540 571,040 0 1,375,580

608,000 608,000 608,000 1,824,000 721,000 721,000 2,163,000 721,000 721,000 721,000 721,000 2,884,000 6,871,000

578,000 578,000 578,000 1,734,000 808,000 0 1,529,000 0 0 0 0 0 3,263,000

86,000 268,660 449,880 804,540 0 0 571,040 0 0 0 0 0 1,375,580

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により1団体
のみの補助

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により3団体
のみの補助

各団体の事業の
実施状況による
減少

各団体の事業の
実施状況による
減少

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 近年のバス料金
高騰に対応し、
基準の見直しを
図り、補助上限
額を増額した

前年度の身体障害者
スポーツ大会の補助
について、日帰り行
程での出席が困難で
あったことから、1
泊2日の限度額を想
定し、増額した。

福祉団体6団体
に対するバス借
り上げ料補助

実　績　額 571,040

事業費予算の
内容

福祉団体6団体
に対するバス借
り上げ料補助

福祉団体6団体
に対するバス借
り上げ料補助

福祉団体6団体
に対するバス借
り上げ料補助

福祉団体6団体
に対するバス借
り上げ料補助

事 業 費 合 計 計　画　額 721,000

予算計上額 721,000

予算計上額 721,000

実　績　額 571,040

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 721,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

市内の福祉団体に対し、運営費及び研修費を補助していたが、研修費はほとんど市所有のみどり号使用料であったため、平成９年度に取扱いの見直しを行い、研修費補助金を廃止し、みどり号を無料配車とした。
一方運営費補助金は、平成12年度の行革により、平成14年度で廃止となった。
平成18年度より、みどり号廃止に伴いバス借り上げ料相当額を補助するため、研修費助成事業を開始。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

研修に係る交通費(バス代）を補助することにより、福祉団体の運営経費について負担の一部を軽減するとともに、活動
内容の充実が図られるよう支援する。

研修計画、行程等を添付した申請書に基づき、補助金を支出する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内の福祉団体。 研修に係る経費の一部を補助することにより、福祉団体の負担軽減が図られ、福祉活動の充実に繋がる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 福祉団体研修費助成事業 平成18年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－1 社会福祉課社会福祉係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 608 608 608 608 608 608 608 608 608

実績値 86 269 450

計画値 6 6 6 6 6 6 6 6 6

実績値 1 3 5

達成されていない

上がっていない

上がっていない

総合評価 普通である

自己分析：
本年度は新型コ
ロナウイルス感
染症の影響によ
り各団体の研修
事業は中止と
なったが、当該
補助金は各福祉
団体の負担軽減
及び安定的な活
動に大きく寄与
していることか
ら、今後も必要
であると判断す
る。

自己分析：
本年度は新型コ
ロナウイルス感
染症の影響によ
り研修事業の実
施は３団体のみ
だったが、当該
補助金は各福祉
団体の負担軽減
及び安定的な活
動に大きく寄与
していることか
ら、今後も必要
であると判断す
る。

自己分析：
利用団体数につ
いては1団体減
となっている。
例年実施されて
いた研修が実施
されなかったな
ど、各団体の事
業実施状況によ
るもの。
補助額の減は各
団体の研修実施
状況（行き先が
近隣になった
等）経費が少な
かった団体があ
るため。

判断理由：令和
５年度は現時点
で３団体が補助
申請しており、
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により、研修
の機会が制限さ
れている状況を
鑑み「普通であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
利用団体数につ
いては変わって
いないが、日帰
りでの運行形態
が困難な事例が
あったことか
ら、1泊2日の形
態にて補助した
ため、実績額が
増加している。
当該補助金は各
福祉団体の負担
軽減及び安定的
な活動に大きく
寄与しているこ
とから、今後も
必要であると判
断する。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：物価高騰に伴い、バス借り上げ料の値上げが続いている情勢の
中、福祉団体の研修におけるバス代を補助することにより、経済的
な負担軽減が大いに図られ、充実した研修が実施できていると考え
る。各福祉団体は行政では手が届かない分野で住民福祉の向上に貢
献されていることから、今後も事業の継続は必要と考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

608

572

成果指標１
（単位/団体）

6

5

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：福祉団体研修費補助利用団体数 指標の求め方：福祉団体研修費補助利用団体数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：福祉団体への補助額 指標の求め方：各福祉団体への研修費等補助額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－1 1－2－3 1－2－4 6－2－1 －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 25,319,000 0 25,319,000

0 25,319,000 0 25,319,000

0 26,469,000 0 26,469,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

28,028,000 26,421,000 26,421,000 80,870,000 29,726,000 29,726,000 114,497,000 29,726,000 29,726,000 29,726,000 29,726,000 118,904,000 314,271,000

28,028,000 26,155,000 25,301,000 79,484,000 29,029,000 84,074,000 0 163,558,000

28,494,235 23,505,968 24,212,339 76,212,542 51,208,917 0 127,421,459

28,028,000 26,421,000 26,421,000 80,870,000 29,726,000 29,726,000 139,816,000 29,726,000 29,726,000 29,726,000 29,726,000 118,904,000 339,590,000

28,028,000 26,155,000 25,301,000 79,484,000 29,029,000 0 109,393,000 0 0 0 0 0 188,877,000

28,494,235 23,505,968 24,212,339 76,212,542 0 0 77,677,917 0 0 0 0 0 153,890,459

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

昇格に伴う職員
人件費の増
3月補正　603千
円増

充当事業費（人
件費分）の増加
に伴う委託料の
減　　　3月補
正　2,474千円
減

充当事業費（人
件費分）の増加
に伴う委託料の
減　　　3月補
正　307千円減

職員人件費の減
3月補正　△
2,221千円　な
ど

前年度予算と
の比較

（増減理由）

職員人件費や施
設維持管理経費
の増

施設維持管理経
費の減

充当事業費の増
加（人件費分）
に伴う委託料の
減

旧砂川総合福祉
センター解体事
業に伴う委託料
の増

旧砂川総合福祉
センター解体事
業費の減

補助金

実　績　額 77,677,917

事業費予算の
内容

補助金 補助金 補助金 補助金

事 業 費 合 計 計　画　額 80,364,000

予算計上額 80,364,000

予算計上額 55,045,000

実　績　額 51,208,917

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 55,045,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 26,469,000

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 25,319,000

予算計上額 25,319,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和49年度より事業を開始し、福祉活動の拠点である福祉センターを維持管理する砂川市社会福祉協議会に運営費等を補助し、地域福祉事業を展開している。平成15年度より日曜日の貸館業務を実施してきたが、
令和３年10月に社会福祉協議会の事務所は、公民館へと移転し、９月末をもって福祉センターの役割を終えた。起債償還金補助金は、大規模改修にかかる20,000千円借入れに対する20年（平成４年度から平成23年度）償還に係る補助であり、
平成23年度で終了した。令和６年度は社会福祉協議会の事務所として使用していた旧砂川総合福祉センターの解体を行った。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

民間における福祉活動の拠点であり、本市の福祉施策の推進にも重要な役割を担っている砂川市社会福祉協議会の活動
を支援することにより社会福祉の増進を図る。

砂川市社会福祉協議会職員人件費に対して補助を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市社会福祉協議会
高齢者等の親睦交流、社会活動の振興、ボランティア活動の促進、福祉機関・団体との実践等、社会福祉活動全般の活
動の増進が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 社会福祉協議会支援事業 　昭和49年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 28,028 26,421 26,421 26,421 26,421 26,421 26,421 26,421 26,421

実績値 28,495 23,506 24,213

計画値 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100

実績値 1,369 2,034 2,761

ほぼ達成されている

上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
令和３年10月に社
会福祉協議会の事
務所は、公民館へ
と移転し、９月末
をもって福祉セン
ターの役割を終え
た。訪問活動件数
は、新型コロナの
影響もあり計画値
を下回ったが、近
年、成年後見セン
ターや生活支援
コーディーネー
ターなど新たな役
割を担っているこ
とから地域福祉活
動の推進が図られ
ているところであ
り、今後も密に連
携を図り、協議会
発展のため指導・
助言する必要があ
る。

自己分析：
訪問活動件数
は、新型コロナ
の影響もあり計
画値を下回った
ものの昨年より
も大幅に上がっ
ており、近年、
成年後見セン
ターや生活支援
コーディーネー
ターなど新たな
役割を担ってい
ることから地域
福祉活動の推進
が図られている
ところであり、
今後も密に連携
を図り、協議会
発展のため指
導・助言を行う
必要がある。

自己分析：
訪問活動件数
は、大幅に増
え、計画値を上
回っており、成
年後見センター
や生活支援コー
ディーネーター
など新たな役割
を担っているこ
とから地域福祉
活動の推進が図
られているとこ
ろであり、今後
も密に連携を図
り、協議会発展
のため指導・助
言を行う必要が
ある。

判断理由：
新型コロナの影
響もあって計画
値を下回ったも
のの、令和4年
度は計画値に近
づいており、複
合的な困難事例
の対応も増加
し、地域福祉活
動の推進が図ら
れていることか
ら、良好と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
訪問活動件数
は、大幅に増
え、計画値を上
回っており、成
年後見センター
や生活支援コー
ディーネーター
など新たな役割
を担っているこ
とから地域福祉
活動の推進が図
られているとこ
ろであり、今後
も密に連携を図
り、協議会発展
のため指導・助
言を行う必要が
ある。
また、今年度は
社会福祉協議会
の事務所として
使用していた旧
砂川総合福祉セ
ンターの解体を
行った。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：社会福祉協議会の活動について支援することにより、地域福祉
活動の推進が図られるとともに、介護事業者が行わない日常生活支
援が推進されることから、現状のまま継続する。
　今後、さらに発展させるため、現在市から当協議会へ委託してい
る生活支援体制整備事業及び成年後見センター事業を含めた社会福
祉協議会の業務量等を把握し、社会福祉協議会の指導・助言を行う
必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

26,421

77,678

成果指標１
（単位/件）

2,100

3,211

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：訪問活動件数 指標の求め方：訪問活動件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金額 指標の求め方：補助金額


